
JP 5407764 B2 2014.2.5

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車周辺の状況に対する前記自車の規範的な運転行動の候補である少なくとも１以上の
規範行動候補について、前記規範行動候補に係る運転行動により前記自車が走行した場合
における前記自車周辺の障害物と前記自車との接触のリスクを予測するリスク予測手段を
備え、
　前記リスク予測手段は、前記自車及び前記障害物の予測される経路上の位置と速さとを
座標軸とする空間内に前記自車及び前記障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、前
記障害物と前記自車との接触のリスクを予測する、運転支援装置。
【請求項２】
　自車周辺の状況に対する前記自車の規範的な運転行動の候補である少なくとも１以上の
規範行動候補について、前記規範行動候補に係る運転行動により前記自車が走行した場合
における前記自車周辺の障害物と前記自車との接触のリスクを予測するリスク予測手段と
、
　前記規範行動候補に係る運転行動により前記自車が走行した場合における移動効率を取
得する移動効率取得手段と、
を備え、
　前記リスク予測手段は、前記自車及び前記障害物の予測される経路上の位置と速さとを
座標軸とする空間内に前記自車及び前記障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、前
記障害物と前記自車との接触のリスクを予測する、運転支援装置。
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【請求項３】
　前記リスク予測手段は、
　前記自車周辺のセンサが検出した前記障害物について取得した障害物情報と、
　前記障害物情報に対して事故を回避するための着眼点のカテゴリーを巨視的に全体を把
握する前記カテゴリーから微視的に細部まで着目する前記カテゴリーまで階層的に多層化
した前記カテゴリーである、着眼場所、前記障害物が何であるのか、前記障害物の属性、
前記障害物の行動特性、前記障害物の部分的特性及び前記障害物の特徴量のいずれかに関
する情報が階層的に格納されたデータベースから取得した情報と、
に基づいて、前記障害物を認知及び選択し、前記障害物と前記自車との接触のリスクを予
測する、請求項１又は２に記載の運転支援装置。
【請求項４】
　前記リスク予測手段は、前記自車及び前記障害物のいずれかの予測される目的地を同じ
くする経路について、最も一般的な経路である一般経路と、前記一般経路とは異なる経路
である変則経路とを予測しつつ、前記障害物と前記自車との接触のリスクを予測する、請
求項１～３のいずれか１項に記載の運転支援装置。
【請求項５】
　前記リスク予測手段は、前記障害物の予測される経路について、直接に認知可能な障害
物の経路である顕在的経路と、直接に認知不可能ではあるが存在が予想される障害物の経
路である潜在的経路とを予測しつつ、前記障害物と前記自車との接触のリスクを予測する
、請求項１～４のいずれか１項に記載の運転支援装置。
【請求項６】
　前記リスク予測手段は、前記規範行動候補に係る運転行動により前記自車が走行した場
合について、現在から所定時間経過時における前記障害物と前記自車との接触のリスクで
ある短期的リスクと、前記所定時間より長い時間の経過後における前記障害物と前記自車
との接触のリスクである長期的リスクとをそれぞれ予測する、請求項１～５のいずれか１
項に記載の運転支援装置。
【請求項７】
　前記リスク予測手段は、前記短期的リスクが所定の閾値よりも大きいときは、当該規範
行動候補に係る運転行動により前記自車が走行した場合についての前記長期的リスクの予
測を中止する請求項６に記載の運転支援装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、運転支援装置に関し、特に、自車が走行するための規範となる運転支援を行
なう運転支援装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自車が経路上を走行するための規範となる情報を提供する装置が提案されている
。例えば、特許文献１には、車両周辺の走行環境と車両自体の状態とを総合的に判断して
車両運転者への最適な運転支援を行うための装置が開示されている。この装置では、車両
が置かれている走行環境を検出すると共に、車両の状態を検出する。検出された走行環境
と車両状態とに基づいて車両の運転状態が推定される。また、走行環境に応じた走行の規
範となる車両の運転理想モデルが算出される。そして、推定運転状態の運転理想モデルか
らの乖離の有無が演算され、乖離が生じている場合にはアクチュエータが駆動されること
により車両の運転支援が行なわれる。この装置では、交通規則やモラルに基づき運転理想
モデルが算出される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－２０２５１２号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、どのような規範となるモデルであっても、自車周辺の障害物と自車との接触
のリスクは存在する可能性がある。したがって、安全向上のために、当該リスクを考慮し
た運転支援を行なうことが望ましい。
【０００５】
　本発明は、このような実情に考慮してなされたものであり、その目的は、自車周辺の障
害物と自車との接触のリスクを考慮に入れた自車が走行するための規範となる運転支援を
行なうことが可能な運転支援装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、自車周辺の状況に対する自車の規範的な運転行動の候補である少なくとも１
以上の規範行動候補について、規範行動候補に係る運転行動により自車が走行した場合に
おける自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを予測するリスク予測手段を備えた運転
支援装置である。
【０００７】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車周辺の状況に対する自車の規範的な運転行
動の候補である少なくとも１以上の規範行動候補について、規範行動候補に係る運転行動
により自車が走行した場合における自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを予測する
ため、自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを考慮に入れた規範行動候補を提供する
ことが可能となる。
【０００８】
　また、本発明は、自車周辺の状況に対する自車の規範的な運転行動の候補である少なく
とも１以上の規範行動候補について、規範行動候補に係る運転行動により自車が走行した
場合における自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを予測するリスク予測手段と、規
範行動候補に係る運転行動により自車が走行した場合における移動効率を取得する移動効
率取得手段とを備えた運転支援装置である。
【０００９】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車周辺の状況に対する自車の規範的な運転行
動の候補である少なくとも１以上の規範行動候補について、規範行動候補に係る運転行動
により自車が走行した場合における自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを予測し、
移動効率取得手段は、規範行動候補に係る運転行動により自車が走行した場合における移
動効率を取得するため、自車周辺の障害物と自車との接触のリスクと、移動効率とを考慮
に入れた規範行動候補を提供することが可能となる。
【００１０】
　この場合、リスク予測手段は、自車周辺の障害物について取得した障害物情報と、障害
物情報に対してより巨視的な関連する情報及び障害物情報に対してより微視的な関連する
情報のいずれかが階層的に格納されたデータベースとから取得した情報とに基づいて障害
物を認知し、障害物と自車との接触のリスクを予測することが好適である。
【００１１】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車周辺の障害物について取得した障害物情報
と、障害物情報に対してより巨視的な関連する情報及び障害物情報に対してより微視的な
関連する情報のいずれかが階層的に格納されたデータベースとから取得した情報とに基づ
いて障害物を認知し、障害物と自車との接触のリスクを予測する。このため、障害物につ
いて取得された障害物情報が限定的なものであったとしても、得られた情報の範囲から、
より巨視的又はより微視的な情報を得ることができ、より有益な障害物の認知が可能とな
る。
【００１２】
　また、リスク予測手段は、自車及び障害物のいずれかの予測される目的地を同じくする
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経路について、最も一般的な経路である通常経路と、一般経路とは異なる経路である変則
経路とを予測しつつ、障害物と自車との接触のリスクを予測することが好適である。
【００１３】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車及び障害物のいずれかの予測される目的地
を同じくする経路について、最も一般的な経路である通常経路と、一般経路とは異なる経
路である変則経路とを予測しつつ、障害物と自車との接触のリスクを予測するため、複数
の経路を考慮に入れてリスクを予測する精度を向上させることができる。
【００１４】
　この場合、リスク予測手段は、障害物の予測される経路について、直接に認知可能な障
害物の経路である顕在的経路と、直接に認知不可能ではあるが存在が予想される障害物の
経路である潜在的経路とを予測しつつ、障害物と自車との接触のリスクを予測することが
好適である。
【００１５】
　この構成によれば、リスク予測手段は、障害物の予測される経路について、直接に認知
可能な障害物の経路である顕在的経路と、直接に認知不可能ではあるが存在が予想される
障害物の経路である潜在的経路とを予測しつつ、障害物と自車との接触のリスクを予測す
るため、潜在的な障害物についてのリスクも予測することが可能となり、予測されるリス
クの信頼性を向上させることができる。
【００１６】
　また、リスク予測手段は、自車及び障害物の予測される経路上に自車及び障害物が存在
する確率の確率分布に基づいて、障害物と自車との接触のリスクを予測することが好適で
ある。
【００１７】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車及び障害物の予測される経路上に自車及び
障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、障害物と自車との接触のリスクを予測する
ため、例えば道路全域にわたって自車及び障害物が存在する確率を計算する手法に比べて
、少ない計算量で障害物と自車との接触のリスクを予測することが可能となる。
【００１８】
　この場合、リスク予測手段は、自車及び障害物の予測される経路上の位置と速さとを座
標軸とする空間内に自車及び障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、障害物と自車
との接触のリスクを予測することが好適である。
【００１９】
　この構成によれば、リスク予測手段は、自車及び障害物の予測される経路上の位置と速
さとを座標軸とする空間内に自車及び障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、障害
物と自車との接触のリスクを予測するため、少ない計算量で障害物と自車との接触のリス
クを予測することが可能となる。
【００２０】
　また、リスク予測手段は、規範行動候補に係る運転行動により自車が走行した場合につ
いて、現在から所定時間経過時における障害物と自車との接触のリスクである短期的リス
クと、所定時間より長い時間の経過後における障害物と自車との接触のリスクである長期
的リスクとをそれぞれ予測することが好適である。
【００２１】
　この構成によれば、リスク予測手段は、規範行動候補に係る運転行動により自車が走行
した場合について、現在から所定時間経過時における障害物と自車との接触のリスクであ
る短期的リスクと、所定時間より長い時間の経過後における障害物と自車との接触のリス
クである長期的リスクとをそれぞれ予測するため、規範行動候補について短期的視点と長
期的視点とから、障害物と自車との接触のリスクをより多角的に予測することが可能とな
る。
【００２２】
　この場合、リスク予測手段は、短期的リスクが所定の閾値よりも大きいときは、規範行
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動候補に係る運転行動により自車が走行した場合についての長期的リスクの予測を中止す
ることが好適である。
【００２３】
　この構成によれば、リスク予測手段は、短期的リスクが所定の閾値よりも大きく、当該
規範行動候補に係る運転行動のリスクが短期的に極めて高いときは、当該規範行動候補は
妥当性が低く、以後の長期的リスクの予測の必要性は低いため、長期的リスクの予測を中
止することにより、不必要な計算量を低減することが可能となる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の運転支援装置によれば、自車周辺の障害物と自車との接触のリスクを考慮に入
れた規範行動候補を提供することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】実施形態に係る運転支援装置の構成を示すブロック図である。
【図２】実施形態に係る運転支援装置の動作の概略を示すフローチャートである。
【図３】マルチスケール認知の概念を示す図である。
【図４】パス設定におけるデフォルトパスとアダプティブパスとを示す平面図である。
【図５】パス設定における顕在パスと潜在パスとを示す平面図である。
【図６】自車及び他車の行動予測の動作の詳細を示すフローチャートである。
【図７】行動目的の予測で用いられる説明変数と目的変数との関係を示す表である。
【図８】行動予測における物体の位置と速さとの空間上における存在確率の分布を示す図
である。
【図９】リスク予測において想定される状況を示す平面図である。
【図１０】自車及び他車の速度プロファイルを示すグラフである。
【図１１】想定される交差点の各部の制限速度を示す平面図である。
【図１２】交差点通過時の速度プロファイルを示すグラフである。
【図１３】自車の先端部分がクロスポイント上に乗ってから自車の後尾部分がクロスポイ
ントを通過する様子を示す平面図である。
【図１４】現時刻における他車の存在確率の分布を示すグラフである。
【図１５】時刻０と時刻ｔとにおける他車の存在確率の分布を示すグラフである。
【図１６】時刻ｔにおける他車の存在確率の分布を示すグラフである。
【図１７】図１６のグラフを速度について積分した他車の位置に対する存在確率の分布を
示すグラフである。
【図１８】通過時刻にわたる他車の位置に対する存在確率の分布を示すグラフである。
【図１９】反射的判断と長期的判断とを組み合わせたリスク予測及び規範行動判断の手順
を示す図である。
【図２０】規範行動のリスク予測及び規範行動判断で想定される状況を示す平面図である
。
【図２１】図２０の状況の規範行動候補の速度プロファイルを示すグラフである。
【図２２】図２１に規範行動候補における時間ごとのリスク予測値を示すグラフである。
【図２３】図２０の状況で自車が停止した場合の状況を示す平面図である。
【図２４】図２３の状況の規範行動候補の速度プロファイルを示すグラフである。
【図２５】図２４に規範行動候補における時間ごとのリスク予測値を示すグラフである。
【図２６】規範行動候補ごとの速度プロファイルを示すグラフである。
【図２７】歩行者及び自転車等に対するリスク予測を行う状況を示す平面図である。
【図２８】各クロスポイント到達時刻でのリスク値を判断した時刻ごとに示した表である
。
【図２９】自車と他車及び自転車とのクロスポイントを示す平面図である。
【図３０】規範行動候補１の速度プロファイルを示すグラフである。
【図３１】規範行動候補２の速度プロファイルを示すグラフである。
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【図３２】規範行動候補３の速度プロファイルを示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態に係る運転支援装置を説明する。本実施形態の
運転支援装置は車両に搭載され、自車のドライバーに、経路を低いリスクで且つ高い移動
効率で走行するための規範となる規範行動を提供するための装置である。図１に示すよう
に、本実施形態の運転支援装置１０は、車速センサ１１、レーダセンサ１２、カメラセン
サ１３、ナビゲーションシステム１４、方向指示器センサ１５、操舵角センサ１６、路車
間通信機１７、ドライバ認証部１８、ＥＣＵ２０、アクチュエータ類３１及び表示装置３
２を備えている。
【００２７】
　車速センサ１１は、自車の車軸の回転速度から自車の速度を検出するためのセンサであ
る。
【００２８】
　レーダセンサ１２は、例えば自車前方にミリ波を照射することにより、自車前方の他の
自動車、自動二輪車、自転車及び歩行者等の障害物を認知するためのものである。また、
レーダセンサ１２は、道路上に固定された障害物や、道路の線形、曲率半径、勾配等の道
路形状を認知するためのものである。
【００２９】
　カメラセンサ１３は、自車前方を撮像し、パターン認識等により、自車前方の他の自動
車、自動二輪車、自転車及び歩行者等の障害物を認知するためのものである。また、カメ
ラセンサ１３は、パターン認識等により、道路上に固定された障害物や、道路の線形、曲
率半径、勾配等の道路形状を認知するためのものである。
【００３０】
　ナビゲーションシステム１４は、ＧＰＳ（Global　Positioning　System）による自車
の測位とデータベース内の地図情報とに基づいて自車が走行する道路の線形、曲率半径、
勾配等の道路形状に関する情報を取得するためのものである。ナビゲーションシステム１
４は、ドライバーが入力した目的地や経路についての情報から、自車の経路を推定するた
めにも用いられる。
【００３１】
　方向指示器センサ１５は、自車の方向指示器（ウインカ）の指示する方向を検出するた
めのものである。方向指示器センサ１５は、自車の経路を推定するために用いられる。操
舵角センサ１６は、自車の操舵角を検出するためのセンサである。操舵角センサ１６は、
自車の経路を推定するために用いられる。
【００３２】
　路車間通信機１７は、光ビーコン送信機等の路側の施設から自車前方の道路の線形、曲
率半径、勾配等の道路形状に関する情報を取得するためのものである。また、路車間通信
機１７は、路側のセンサで検出した他車、歩行者等の障害物に関する情報を受信するため
のものである。さらに、路車間通信機１７は、自車が走行する道路の交通量、渋滞、事故
、交通規制等の道路の状態に関する情報を取得するためにも用いられる。
【００３３】
　ドライバ認証部１８は、自車を運転するドライバーを認証するためのものである。ドラ
イバ認証部１８は、ドライバーによる暗証番号等の入力や、ＩＤカード等の挿入や、ドラ
イバーの指紋、網膜、虹彩等を識別することによる生体認証等により、ドライバーを認証
する。
【００３４】
　ＥＣＵ（Electronic　Control　Unit）２０は、車速センサ１１等から得られた情報に
基づいて、自車周辺の状況に対する自車の規範的な運転行動の候補である幾つかの規範行
動候補について、自車周辺の障害物と自車とが接触するリスクと、当該規範行動候補に係
る運転行動により自車が走行した場合の移動効率とを予測する。
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【００３５】
　アクチュエータ類３１は、ＥＣＵ２０が算出した規範行動候補あるいは規範行動候補か
ら選択された規範行動に基づいて、ドライバーの運転操作に介入して、自車のブレーキや
アクセルを駆動させるブレーキアクチュエータやアクセルアクチュエータである。また、
アクチュエータ類３１は、例えば、ドライバーのアクセル操作に対して反力を与えるもの
でも良い。
【００３６】
　表示装置３２は、ドライバーに画像を表示するディスプレイや、ドライバーに音声案内
を行うスピーカや、ドライバーに警報を与えるブザーである。表示装置３２は、ドライバ
ーにＥＣＵ２０が算出した規範行動候補に基づいた情報を提示するためのものである。
【００３７】
　以下、本実施形態の運転支援装置１０の動作について説明する。まず、運転支援装置１
０の動作の概略について説明する。図２に示すように、本実施形態の運転支援装置１０は
、自車周辺の他車等の障害物について、マルチスケール認知による環境認識を行う（Ｓ１
）。マルチスケール認知は、事故パターンの分析において、事故を回避するための着眼点
のカテゴリーを、微視的に細部まで着眼するカテゴリーから、巨視的に全体を把握するカ
テゴリーまで階層的に多層化することで、自車の置かれた状況に適したカテゴリーの中か
らリスク予測の対象となり得る障害物を認知し選択する。
【００３８】
　運転支援装置１０は、パス設定による規範行動候補を選択する（Ｓ２）。自車のパス（
経路）及び他車のパスの設定は、それぞれのパスを予め複数想定し、パスに当該他車等の
可動物を重み付けで割り振り、０．５秒等の短い周期の観測結果ごとにマルチスケール認
知を活用して、割り振りの重み付けを更新する。この段階では、パスを１つに絞り込む必
要はない。また、パスの設定は、直接に認知可能な障害物の経路である顕在パスと、直接
に認知不可能ではあるが存在が予想される障害物の経路である潜在パスとの２種類を設定
する。
【００３９】
　運転支援装置１０は、自車及び他車等の障害物の行動を予測する（Ｓ３）。この行動予
測では、パス上の位置ｘ、速度ｖを座標とした（ｘ，ｖ）空間上に自車及び他車等が存在
する確率分布をセンサ等から得られた情報から推定し、この確率分布を時間ごとに変化さ
せることで、自車及び他車等の未来の位置を予測する。
【００４０】
　運転支援装置１０は、規範行動候補群のリスク予測を行う（Ｓ４）。リスク予測では、
自車のパスと他車等の可動物のパスとのクロスポイント（交差点）を算出し、クロスポイ
ントでの接触のリスクを算出する。この場合、可動物の死角に潜在的に存在する可能性が
ある可動物に対して、潜在的な接触のリスクも算出される。運転支援装置１０は、規範行
動候補群について短期的リスク予測及び長期的リスク予測をそれぞれ行い、それぞれのリ
スクを算出する。
【００４１】
　運転支援装置１０は、リスクが最小となり、移動効率が最大となる規範行動を規範行動
候補から選択的に決定する（Ｓ５）。この場合の規範行動の決定は、ドライバー各人の運
転行動の傾向に応じて決定する。
【００４２】
　運転支援装置１０は、自車及び他車等の可動物の行動予測の実際の結果に対して、再度
リスクを算出する（Ｓ６）。自車及び他車等の実際のパスが予測したパスから大きくずれ
ている場合は、パスを外挿的に実時間で生成し、自車及び他車等のクロスポイントでのリ
スクを算出する。
【００４３】
　運転支援装置１０は、規範行動と実際の運転行動との差を検出し、アクチュエータ類３
１や表示装置３２を用いて運転支援を行なう（Ｓ７）。
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【００４４】
　以下、重要な工程について詳述する。まず、マルチスケール認知（Ｓ１）について説明
する。図３に示すように、ＥＣＵ２０内あるいは自車外部のデータベースには、例えば四
差路交差点進入の状況について、典型的な事故を防ぐための概念の大きさを考慮して、知
識として保持されている。
【００４５】
　ここで、例えば、レーダセンサ１２やカメラセンサ１３あるいは路車間通信機１７で受
信した路側のセンサが検出した物に関する情報で、何かの「足」が情報Ｉｎｆ０として認
知できたと仮定する。この場合、運転支援装置１０のＥＣＵ２０は、微視的な観点から「
ＳＩＦＴ」、「ＨＯＧ」、「Ｈａａｒ」といった特徴量に関する情報を図３のデータベー
スから抽出することができる。また、運転支援装置１０のＥＣＵ２０は、巨視的な観点か
ら「人／自転車」といった対象物が何であるのかに関する情報を図３のデータベースから
抽出することができる。さらに、他の階層の情報を抽出しても良い。
【００４６】
　本実施形態では、マルチスケールな概念のネットワーク構造を使って、典型的な事故を
誘引する対象を漏れなく検出することを試みるようにしたので、危険予測の精度を上げる
ことができる。さらに、三叉路、単路その他の交通状況から得られたマルチスケール認知
を複合させることにより、事故を起こさないための知識が総合的に表現できる。以上のよ
うに、マルチスケール認知では、取得できた情報の範囲で、より有用な認知が可能となる
。
【００４７】
　次に、パス設定（Ｓ２）について説明する。ここでは、前提として、レーダセンサ１２
、カメラセンサ１３、ナビゲーションシステム１４及び路車間通信機１７等により、道路
形状に関する情報が取得できているものと仮定する。図４に示す交差点での状況では、運
転支援装置１０のＥＣＵ２０は、路上に障害物がない場合の理想的な自車１００及び他車
２００の右左折、直進のパスであるデフォルトパスＰＤＥを想定する。また、運転支援装
置１０のＥＣＵ２０は、デフォルトパスＰＤＥに付随して、パスの変種であるアダプティ
ブパスＰＡＤを想定する。ここで、ＥＣＵ２０は、パスは車両のキネマティクスを考慮し
て部分的（区分的）に準備しておき、これらを即時的な処理で繋げる。本実施形態では、
パスを複数化することにより、自車及び他車等についてのリスク予測の精度を向上できる
。
【００４８】
　また、本実施形態では、図５に示すように、視界Ｓｉ内にあり直接に認知可能な他車２
００の経路である顕在パスＰＯＶと、他車２００の影に隠れ直接に認知不可能ではあるが
存在が予想される自動二輪等の潜在物体２５０の経路である潜在パスＰＬＡとをＥＣＵ２
０は予測する。本実施形態では、潜在パスＰＬＡを予測することで、マルチスケール認知
で想定した潜在的に存在する物体に対するリスク予測を行うことができる。
【００４９】
　なお、以上のパス設定については、予め道路形状や交通状況に対応したパスをデータべ
ースに格納しておき、それらを自車が走行時に置かれた状況に合わせて抽出することがで
きる。また、即時的に道路形状や交通状況に合わせてパスを導出しても良い。
【００５０】
　以下、行動予測の前提として、自車及び他車等がどの想定したどのパス上を移動するか
を、段階的に予測する手法について説明する。ＥＣＵ２０は想定したパスの使用可否の判
断を行う（Ｓ３１）。すなわち、ＥＣＵ２０は、自車及び他車等が想定しているパスと大
きく離れた動きをしているか否かを判断する。ＥＣＵ２０は、自車及び他車等の実際のパ
スと最も近い想定したパスとの距離を時系列的に観測し、観測時間の区間において、想定
したパスと実際のパスとの距離が、ある閾値以上となる時間が一定以上の時間続いた場合
、当該想定したパスは使用できないと判断し、自車及び他車等の実際の動きに沿ってパス
を外挿的に生成する。
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【００５１】
　次に、ＥＣＵ２０は、行動目的の予測を行う（Ｓ３２）。図７に示すようなＥＣＵ２０
内あるいは自車外部のデータベースにおいて、自車あるいは他車等の行動の条件を示す説
明変数と、パスの重み付けに用いられる目的変数とが対応付けて記憶されている。ＥＣＵ
２０は、説明変数と実際の自車及び他車等の行動とが一致することを条件として、目的変
数を判定する。ただし、操舵角又は方位変位角については、アナログ値を右左折及び直進
の３つの離散値として判定する。
【００５２】
　ＥＣＵ２０は、行動目的の予測を踏まえてパスの選択精度を向上する（Ｓ３１）。ＥＣ
Ｕ２０は、行動目的の予測の結果ごとに、複数準備したパスを目的変数として、自車及び
他車等の行動をどのパスに割り振れば良いかを、バギング法、ブースティング法、ランダ
ムフォレスト法等の集団学習法やカーネル法等で決定する。
【００５３】
　以下、行動予測（Ｓ３）及びリスク予測（Ｓ４）について説明する。本実施形態では、
基本的な考え方として、想定したパス上を物体が動くものとし、パス上の位置と速さとが
座標軸とする空間上で、物体の存在を同時確率密度関数でモデル化される。モデル化した
確率密度関数の各々の位置、速度において等加速度運動が仮定され、未来のパス上の位置
が予測される。以下、具体的な例を挙げて説明する。
【００５４】
　図８に示すように、物体Ｘｉ（１）～Ｘｉ（ｎ）は、パスＣｉ（ｔ）上を動くものと仮
定する。ここで、ｎは物体の数を表し、ｔは時間を表す。パスの目盛が等間隔になるよう
に、パスＣｉの時間パラメータを選ぶものとする。ある物体Ｘｉ（ｋ）の時刻ｔ＝０での
パスＣｉ（ｔ）上の位置を原点とすると（以下、添え字のｋを省略する）、時刻ｔでの物
体の位置ｘｉは、下式（１）によって計算することができる。
【数１】

 
【００５５】
　上式（１）でのノルムは計量から定義するものとする。ある時刻ｔにおけるパスＣｉ（
ｔ）上の位置と速さとの空間上に物体Ｘｉの情報が、関数Ｐｔ（ｘ，ｖ）として分布して
いるものとする。位置や速さの情報には、様々な誤差が含まれているので、これらを分布
モデルとして表現することにする。この場合、図８のようになる。
【００５６】
　物体は等加速度運動をするものと仮定しているので、時刻ｔ＝０の場合（ｘ０，ｖ０）
とすると、時刻ｔの場合は、（ｘ０＋ｖ０・ｔ＋α・ｔ２／２，ｖ０＋α・ｔ）となる。
ここで、αは加速度（定数）を表す。従って、この座標変換では面積が保存される。ｖ座
標に関して関数Ｐｔ（ｘ，ｖ）をファイバー積分したものをＱｔ（ｘ）と定義する。関数
Ｑｔ（ｘ）は、時刻ｔにおける物体の存在確率を表す。すなわち、０≦Ｑｔ（ｘ）≦１と
なる。
【００５７】
　物体Ｘｉが時刻ｔにおいて、クロスポイントに存在する確率は、ｘｃをクロスポイント
の位置とすると、下式（２）で計算することができる。なお、下式（２）において、δは
デルタ関数である。

【数２】
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【００５８】
　上式（２）のｐ（ｔ）を自車がクロスポイントを通過する時間［ｔ１，ｔ２］にわたっ
て積分すると、他車等の物体に対する位置ｘｃにおけるリスクＲが下式（３）で計算する
ことができる。ここで、時刻ｔ１は自車の先頭がクロスポイントに乗る時刻であり、時刻
ｔ２は自車の後端がクロスポイントを通過する時刻である。
【数３】

 
【００５９】
　また、ＥＣＵ２０は、可動物の死角に潜在的に存在するかもしれない可動物に対しても
、上述した潜在パスＰＬＡについて、同様の処理を行い、潜在的なリスクも算出する。以
上の処理により、パス上のクロスポイントでリスクを計算するため、道路の全域にわたっ
て存在確率を計算するような手法と異なり、リスクの計算のコストを小さく抑えることが
でき、即時的な処理が可能となる。
【００６０】
　以下、さらに具体的な道路の状況において、実際に上記手法でリスクを計算し、行動候
補のモデルにしたがって運転した結果を示す。図９に示す道路の状況において、他車２０
０に対する自車１００の接触のリスクの計算方法を以下に示す。図９に示すように、自車
１００は、クロスポイントｃｐからｘ０［ｍ］離れた所に位置し、ｖ０［ｍ／ｓ］の速度
を持っている。また、自車１００の全長はｄ０［ｍ］である。
【００６１】
　他車２００は、クロスポイントｃｐからｘ１［ｍ］離れた所に位置し、平均ｖ１［ｍ／
ｓ］、幅ｄｖの［ｖ１－０．５ｄｖ，ｖ１＋０．５ｄｖ］の間に一様に分布するような速
度分布を持っている。速度分布の積分値は１になるものとする。また、他車１００の全長
はｄ１［ｍ］である。自車１００の加速度及び減速度は、モデルパラメータで与えられた
値を用い、それぞれａａ０，ａｄ０とする。他車の加速度はａ１とし、誤差は考えない。
【００６２】
　リスクの計算では、以下の４つの手順を踏む。
（１）自車１００及び他車２００の速度プロファイルを生成
（２）自車１００がクロスポイントｃｐを通過し始めてから、通過し終わるまでの時間（
通過時間）を算出
（３）他車２００の位置分布を算出
（４）他車２００がクロスポイントｃｐにいる確率を通過時間にわたって積分し、リスク
値を算出する
【００６３】
　まず、自車１００及び他車２００の速度プロファイルを生成する。速度プロファイルと
は、自車１００及び他車２００の運動する速度を時刻の関数として表したものである。図
１０に速度プロファイルの例を示す。自車１００については、行動の選択肢に基づいて、
モデルパラメータとして指定した加速度ａａ０あるいは減速度ａｄ０で加減速し、道路の
制限速度を守りつつ、停止すべき位置で停止できるような速度変化を求めて、それを速度
プロファイルとする。生成された速度プロファイルの例として、図１１に示すような制減
速度を持つ道路において、図中にあるパスに沿って運動した場合のものを図１２に示す。
【００６４】
　図１２に示すように、加速度としては、５秒間で０ｋｍ／ｈから６０ｋｍ／ｈまで加速
できる加速度を用いた。減速度としては、５秒間で６０ｋｍ／ｈから０ｋｍ／ｈまで減速
できる減速度を用いた。また、パス上の位置０ｍにおける速度である初速度は４０ｋｍ／
ｈとした。他車２００については、加速度は他車２００の持つ値ａ１とし、道路の法定速
度は考えずに運動するような速度プロファイルを生成して用いる。
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【００６５】
　物体の運動は、速度プロファイルから完全に計算することができる。物体の時刻ｔにお
ける位置ｘ（ｔ）は、時刻ｔ＝０から時刻ｔまで速度プロファイルを積分すれば良い。つ
まり、時刻Ｔにおける速度をｖ（Ｔ）として、下式（４）として求められる。
【数４】

 
【００６６】
　時刻ｔにおける速度は、時刻ｔにおける速度プロファイルの値ｖ（ｔ）である。また、
物体が位置Ｘに来る時刻は、下式（５）のようなｔについての方程式を解けば良い。
【数５】

 
【００６７】
　この例のモデルでは、速度に負の値を許していないため、位置は時刻に対して単調に増
加するため、下式（５）の方程式はかならず１つの解を持ち、簡単に解くことができる。
【００６８】
　以下、自車１００がクロスポイントｃｐを通過し始めてから、通過し終わるまでの通過
時間を算出する手法について説明する。通過時間は、自車１００の先頭部分がクロスポイ
ントｃｐに乗ってから、自車１００の後尾部分がクロスポイントｃｐを通過するまでの時
間である。図１３に自車１００のクロスポイントｃｐ通過の様子を示す。自車１００の先
頭部分がクロスポイントｃｐに乗る時刻及び自車１００の後尾部分がクロスポイントｃｐ
を通過するまでの時刻は、速度プロファイルから算出できる。
【００６９】
　以下、他車２００の位置分布を算出する手法について説明する。ある時刻における他車
２００の位置分布を算出する。時刻ｔ＝０（現在時刻とする）において、他車２００は、
位置・速度空間に図１４に示すように分布している。図１４の分布を他車２００の速度プ
ロファイル（等加速度運動）に従って時間発展させると、速度が速いほど先に進み、図１
５に示すような分布となる。図１５に示すように、時刻ｔにおける分布は時刻ｔ＝０にお
ける分布とは異なる形状に変化するが、等加速度運動（図１５は加速度０の例）であり、
加速度には誤差がないものとしていることから、任意の時刻で他車２００の分布は必ず平
行四辺形状となる。
【００７０】
　図１５に示すような分布を速度について積分すると、時刻ｔにおける他車２００の位置
分布が得られる。つまり、時刻ｔにおける位置・速度空間における他車２００の分布をＰ
ｔ（ｘ，ｖ）とすると、時刻ｔにおける他車の位置分布Ｑｔ（ｘ）は、図１６に示すよう
な時刻ｔにおける分布を速度で積分した下式（６）で示される。
【数６】

 
【００７１】
　図１６に示すような速度・位置空間における分布が平行四辺形状になることから、位置
分布は図１７に示すように必ず台形となる。この積分は、位置・速度空間における分布の
幾何学的な性質から簡単に行うことができる。
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【００７２】
　以下、他車２００がクロスポイントｃｐにいる確率を通過時間にわたって積分し、リス
ク値を算出する手法について説明する。これは、自車１００がクロスポイントｃｐに乗っ
ている間に、他車２００がクロスポイントｃｐに存在する確率を積分することに相当する
。自車１００のクロスポイントｃｐの通過時間を［ｔ１，ｔ２］とする。ｔ１で自車１０
０の先頭部分がクロスポイントｃｐに乗り、ｔ２で自車１００の後尾がクロスポイントｃ
ｐを通過する。図１８に、上記の通過時間にわたる他車２００の位置分布の積分の概念図
を示す。図中太線で示す通過時間［ｔ１，ｔ２］において存在確率が積分される。この積
分は、数値積分法を用いて計算する。
【００７３】
　以下、本実施形態のリスク予測（Ｓ４）及び規範行動決定（Ｓ５）についてさらに詳述
する。基本的な考え方として、本実施形態では、人間の運転行動のパターンを考えて、そ
れと同様の選択肢を準備し、リスクが許容できる範囲であり、且つ移動効率の良い規範行
動を選択する。図１９に示すように、本実施形態では、短い時間の反射的なリスク回避（
反射的判断）と並行して、長い時間の熟慮した上でのリスク回避（深読み判断）について
リスクを予測する。図１９の例では、規範行動の決定基準を満たす解が例えば４秒以内の
過去または未来にあると想定して、リスクを予測する。すなわち、本実施形態では、予測
時間についてのマルチスケール化が図られる。
【００７４】
　図１９に示すように、反射的判断においては、過去１秒の情報が活用される。図中に示
されるように、例えば０．５秒ごとに自車１００周辺の障害物を認知し、可視対象を検出
する。例えば１秒先の未来までに限定した短期予測が行われ、短期リスクが算出される。
ここで、短期リスクが閾値よりも大きい場合はルーチンＲ３に進み、短期の行動計画が設
定され、車速等の短期行動の短期リスクの算出が再度行なわれる。
【００７５】
　一方、短期リスクが閾値よりも小さい場合は、ルーチンＲ１に進み、再度０．５秒ごと
に短期リスクの算出が行なわれる。この場合、併せてルーチンＲ２が実行され、深読み判
断が行われる。図中に示すように、２～４秒先のリスク算出である２～４秒リスク算出と
２～４秒間における行動計画である２～４秒間行動計画の設定とが行われる。これらの２
～４秒間行動計画の中で、移動効率が最大であり、リスクが最小である行動計画が選択さ
れ、実行される。例えば、交差点中央手前で一時停止してから右折するか、一時停止しな
いで右折するかといった行動計画が選択される。ルーチンＲ３が実行されるときは、短期
リスクが高いため、ルーチンＲ１及びルーチンＲ２は実行されない。選択された行動計画
は、短期の行動計画と同様に、車速等の短期行動の短期リスクの算出が再度行なわれる。
これらの行動計画は０．５秒ごとに随時更新され、常に最新の計画が採用される。
【００７６】
　以上のように、本実施形態では、１秒間の短期リスク算出及び２～４秒間リスク算出は
、複数の規範行動に対して並列で処理される。２～４秒間行動計画については、移動効率
が最大であり、リスクが最小である行動計画が選択されることにより、最適な行動計画が
決定される。なお、上記の過去何秒間の情報を活用して、何秒先までのリスクを算出する
かは、ドライバーの運転傾向から決定し、ドライバー個人に適した規範行動を決定しても
良い。
【００７７】
　本実施形態では、基本的な考え方として自車１００の行動目的ごとに自車１００の複数
の規範行動の選択肢が準備され、移動効率が最大であり、リスクが最小となるような基準
で規範行動が選択される。この結果、規範車速等の規範行動が決定される。
【００７８】
　図２０に示すように、対向車である他車２００に対して自車１００が右折する場合を想
定する。図２１に示すように、行動選択肢である規範行動１では一時停止をしないため、
リスク予測値は、図２２に示すように高く、移動効率は高いものとなる。一方、図２３及
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び図２４の規範行動２に示すように、自車１００が右折中に一時停止をした場合、リスク
予測値は、図２５に示すように低いが、移動効率は低いものとなる。
【００７９】
　交差点右折行動の選択肢の大分類としては以下の４つが挙げられる。
（１）交差点前一時停止（信号、一時停止線などの規制により）
（２）交差点中央付近停止（対向車の存在により）
（３）右折先道路手前停止（右折先の歩行者の存在等により）
（４）停止せず右折
【００８０】
　上記の交差点右折行動の状況において、規範行動１は上記の（４）の分類に属し、規範
行動２は上記の（２）の分類に属す。上記（１）～（４）のような大分類の中には、行動
の選択肢の変種が複数存在する。例えば、行動選択肢である規範行動１と異なる選択肢と
して、図２６に示すように、行動選択肢１＋αがある。このように本実施形態では、想定
される行動選択肢の大分類の中で、リスクが低く且つ移動効率が最も高い行動を、行動選
択肢の大分類の中及び大分類の間で選択的に決定する。例えば、図２６においても、もし
、行動選択肢１と行動選択肢１＋αとの予測されるリスクが同じであるのならば、移動効
率がより良いため、行動選択肢１が選択される。
【００８１】
　さらに、他車２００については、例外的な場合以外は想定されたパスから大きくずれる
場合は少ないが、図２７に示すように、自転車２６０や歩行者２８０については、図中の
実線に示す想定されるパスから、図中の破線に示すように大きくずれたパスを移動する可
能性がある。このような破線に示すような行動については、ある単位時間ごとに過去の情
報を使って予測することで求める。具体的には、簡単な運動の一次近似モデルまたは時系
列解析における状態空間モデルなどで予測を行い、想定外のクロスポイントｃｐ１，ｃｐ
２についてもリスクを予測する。
【００８２】
　自車１００と他車２００等との接触可能性に関するリスク予測は、図２８に示すように
、さまざまなクロスポイントｃｐ１～ｃｐ（ｎ）の到達時刻におけるリスク値をそれぞれ
予測する。図中破線部で示される部分が、その時刻におけるＣＰ（クロスポイント）ベク
トルとなる。
【００８３】
　現時点のＣＰベクトルから図２９に示すような各クロスポイントｃｐ１等でのリスク値
の和が算出され、リスク最小となる規範行動候補が選択される。例えば、図３０～３２に
示される規範行動候補１～３では、リスク値Ｒが０となる規範行動候補２が選択される。
ある一定のリスク許容値限界以下の規範候補があれば、目標地点までの移動効率によって
規範運転が決定される。例えば、リスク許容値限界を０．４以下と設定すれば、図３０～
３２の中では、リスク値Ｒが０．３と０．４以下であり、移動効率が規範行動候補２より
も高い規範行動候補１が選択される。
【００８４】
　なお、上記の例では、過去、１期前（例えば、０．５秒前）の過去の車速等のデータか
ら他車２００等の位置及び速度を予測していたが、何秒かの過去のデータを用いても良い
。例えば、何秒か過去のデータのデータ個数は以下のようになる。
（１）過去４秒間のデータを用いて車の位置及び速度を予測（データ個数８）
（２）過去３秒間のデータを用いて車の位置及び速度を予測（データ個数６）
（３）過去２秒間のデータを用いて車の位置及び速度を予測（データ個数４）
（４）過去１秒間のデータを用いて車の位置及び速度を予測（データ個数２）
（５）過去０．５秒間のデータを用いて車の位置及び速度を予測（データ個数１）
【００８５】
　過去のデータを観測することによって、他車２００等及び自車１００の行動予測精度の
評価基準として、予測安定性が基準とされる。例えば、観測時間によって、予測結果が大
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きく変化する場合、過去の長い時間による予測結果は予測安定性が低く信頼性が低いため
、過去１秒間等の短い時間の観測結果を使って予測が行われる。一方、観測時間によって
予測結果が大きく変化しない場合は、予測安定性が高いため、過去１秒より長い時間の観
測結果を使うことで、外乱に強い予測が行われる。
【００８６】
　本実施形態によれば、運転支援装置１０のＥＣＵ２０は、自車周辺の状況に対する自車
１００の規範的な運転行動の候補である少なくとも１以上の規範行動候補について、規範
行動候補に係る運転行動により自車１００が走行した場合における自車１００周辺の障害
物と自車１００との接触のリスクを予測する。このため、自車１００周辺の障害物と自車
１００との接触のリスクを考慮に入れた規範行動候補を提供することが可能となる。
【００８７】
　また、本実施形態によれば、運転支援装置１０のＥＣＵ２０は、自車１００周辺の状況
に対する自車１００の規範的な運転行動の候補である少なくとも１以上の規範行動候補に
ついて、規範行動候補に係る運転行動により自車１００が走行した場合における自車１０
０周辺の障害物と自車１００との接触のリスクを予測し、規範行動候補に係る運転行動に
より自車１００が走行した場合における移動効率を取得するため、自車１００周辺の障害
物と自車１００との接触のリスクと、移動効率とを考慮に入れた規範行動候補を提供する
ことが可能となる。
【００８８】
　また、ＥＣＵ２０は、自車１００周辺の障害物について取得した情報と、情報に対して
より巨視的な関連する情報及び障害物情報に対してより微視的な関連する情報のいずれか
が階層的に格納されたデータベースとから取得した情報とに基づいて障害物をマルチスケ
ール認知により認知し、障害物と自車１００との接触のリスクを予測する。このため、障
害物について取得された障害物情報が限定的なものであったとしても、得られた情報の範
囲から、より巨視的又はより微視的な情報を得ることができ、より有益な障害物の認知が
可能となる。
【００８９】
　また、ＥＣＵ２０は、自車１００及び障害物のいずれかの予測される目的地を同じくす
る経路について、最も一般的な経路であるデフォルトパスＰＤＥと、一般経路とは異なる
経路であるアダプティプパスＰＡＤとを予測しつつ、障害物と自車１００との接触のリス
クを予測するため、複数の経路を考慮に入れてリスクを予測する精度を向上させることが
できる。
【００９０】
　また、ＥＣＵ２０は、障害物の予測される経路について、直接に認知可能な障害物の経
路である顕在パスＰＯＶと、直接に認知不可能ではあるが存在が予想される障害物の経路
である潜在パスＰＬＡとを予測しつつ、障害物と自車１００との接触のリスクを予測する
ため、潜在的な障害物についてのリスクも予測することが可能となり、予測されるリスク
の信頼性を向上させることができる。
【００９１】
　また、ＥＣＵ２０は、自車１００及び障害物の予測される経路上に自車１００及び障害
物が存在する確率の確率分布に基づいて、障害物と自車１００との接触のリスクを予測す
るため、例えば道路全域にわたって自車１００及び障害物が存在する確率を計算する手法
に比べて、少ない計算量で障害物と自車１００との接触のリスクを予測することが可能と
なる。
【００９２】
　特に、ＥＣＵ２０は、自車１００及び障害物の予測される経路上の位置と速さとを座標
軸とする空間内に自車１００及び障害物が存在する確率の確率分布に基づいて、障害物と
自車１００との接触のリスクを予測するため、少ない計算量で障害物と自車１００との接
触のリスクを予測することが可能となる。
【００９３】
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　さらに、ＥＣＵ２０は、規範行動候補に係る運転行動により自車１００が走行した場合
について、現在から所定時間経過時における障害物と自車１００との接触のリスクである
短期リスクと、所定時間より長い時間の経過後における障害物と自車との接触のリスクで
ある長期的な２～４秒間リスクとをそれぞれ予測するため、規範行動候補について短期的
視点と長期的視点とから、障害物と自車１００との接触のリスクをより多角的に予測する
ことが可能となる。
【００９４】
　加えて、ＥＣＵ２０は、短期リスクのリスク値が所定の閾値よりも大きく、当該規範行
動候補に係る運転行動のリスクが短期的に極めて高いときは、当該規範行動候補は妥当性
が低く、以後の長期的なリスクの予測の必要性は低いため、長期的なリスクの予測を中止
することにより、不必要な計算量を低減することが可能となる。
【００９５】
　尚、本発明は、上記した実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱し
ない範囲内において種々変更を加え得ることは勿論である。
【符号の説明】
【００９６】
１０…運転支援装置、１１…車速センサ、１２…レーダセンサ、１３…カメラセンサ、１
４…ナビゲーションシステム、１５…方向指示器センサ、１６…操舵角センサ、１７…路
車間通信機、１８…ドライバ認証部、２０…ＥＣＵ、３１…アクチュエータ類、３２…表
示装置、１００…自車、２００…他車、２５０…潜在物体、２６０…自転車、２８０…歩
行者。

【図１】 【図２】
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